
 

【表紙】  

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成29年２月14日

【四半期会計期間】 第38期第３四半期(自 平成28年10月１日 至 平成28年12月31日)

【会社名】 株式会社極楽湯ホールディングス（旧会社名 株式会社極楽湯）

【英訳名】 GOKURAKUYU HOLDINGS CO., LTD.（旧英訳名 GOKURAKUYU CO., LTD.）

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長CEO 新 川 隆 丈

【本店の所在の場所】 東京都千代田区麹町二丁目４番地

【電話番号】 03（5275）4126（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役執行役員CFO 鈴 木 正 守

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区麹町二丁目４番地

【電話番号】 03（5275）4126（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役執行役員CFO 鈴 木 正 守

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

 

 

EDINET提出書類

株式会社　極楽湯(E04727)

四半期報告書

 1/24



第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第37期
第３四半期
連結累計期間

第38期
第３四半期
連結累計期間

第37期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (千円) 10,164,124 9,888,632 14,129,656

経常利益 (千円) 120,306 298,414 345,712

親会社株主に帰属する四半期(当期)
純利益

(千円) 125,522 196,777 312,859

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 31,958 △413,039 240,444

純資産額 (千円) 6,596,595 6,570,726 6,863,183

総資産額 (千円) 16,813,165 17,730,451 18,833,540

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 9.75 14.63 24.19

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 8.72 12.91 21.70

自己資本比率 (％) 28.6 28.3 26.6
 

　

回次
第37期
第３四半期
連結会計期間

第38期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額又は四
半期純損失金額（△）

(円) △4.22 0.15
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

　

(1) 業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境などについては底堅さが見られる一方

で、設備投資や消費マインドは低迷が続いております。消費増税再延期表明により更なる悪化は回避できたかに見

えたものの、イギリスのＥＵ離脱という国民投票の結果を受け、グローバル金融市場は混乱し、アメリカの大統領

選挙後においても政局の混乱が続く気配があるなど、先行き不透明感はより一層増大しております。

　温浴業界におきましては、消費者の節約志向や低価格志向が引き続きみられる一方で、「安・近・短」の手軽な

レジャーとしてのニーズは底堅いものがあります。しかしながら、人件費をはじめとする諸コストの増大など厳し

い経営環境が続いております。更に、東京オリンピック開催を控え未だ建設費は高止まりしており、顧客満足度向

上のための改装・改築を含む各種設備投資にかかるコストも増大傾向にあります。お客様の多様なニーズに対応で

きる企業としての総合力がより一層求められております。

　このような状況の中、当社グループは、国内においては既存店の浜松佐鳴台店（静岡県）を新しい業態の温浴施

設「RAKU SPA Cafe 浜松」として８月にリニューアルオープンいたしました。また、平成29年11月中旬に大型温浴

施設「RAKU SPA 名古屋（仮称）」（愛知県）を出店する計画です。今後も国内は新規出店及び既存店のリニュー

アルに積極的に取り組んでまいります。一方、海外においては中国武漢市に海外３店舗目となる直営店を11月に

オープンしました。（子会社とは決算月が３ヶ月ずれているため、出店に伴う売上ならびに一時的な出店費用は第

４四半期に計上されます。）また、中国のフランチャイズ展開は、来期に３店舗、再来期に１店舗を新規出店する

計画ですが、さらに出店できるように努めてまいります。　

 

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は9,888百万円（前年同期比2.7％減）、営業利益は358百万円

（前年同期比163.4％増）、経常利益は298百万円（前年同期比148.0％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益

は196百万円（前年同期比56.8％増）となりました。

 
最後に、当社は、平成29年１月１日付にて、「株式会社極楽湯ホールディングス」に商号変更し、国内温浴事業

を新設会社「株式会社極楽湯」に承継する会社分割を実施し持株会社へ移行いたしました。持株会社体制に移行す

ることで、経営機能と執行機能を明確に分離し、強化された体制のもと、持株会社においては、グループ経営戦略

の立案と経営資源の配分の最適化の意思決定を行い、事業子会社においては、グループ経営戦略に基づく迅速な業

務執行により競争力及び効率性を一層高め、グループ企業価値向上を目指します。

　当社グループは、お客様のニーズの変化をいち早く感じとり迅速に対応できる企業として、総合力を強く意識し

たうえで、より一層の安心・安全そして高品質なサービスを国内外で提供すべく取り組んでまいります。

 

 セグメントの業績を示すと次のとおりです。

① 日本

　当セグメントにおきましては、売上高7,957百万円（前年同期比1.2％減）、セグメント利益（営業利益）は379

百万円（前年同期比21.6％増）となりました。

 当社の業績は、家族や人が集まるお盆や年末年始等の休暇に加え、台風・ゲリラ豪雨・猛暑・大雪等、季節的要

因により変動する傾向があります。また、第３四半期（10月～12月）につきましては、行楽シーズンに加えて気温
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も低下してくる時期であるため、夏に比べて日々の売上が増加する傾向はありますが、大型連休がないため大幅な

売上増加は見込めないが安定した時期（通常期）であります。

 当第３四半期（10月～12月）は、改装等を行った店舗を除く既存店の売上高はほぼ横ばいとなりました。また、

11月末付でフランチャイズ２店舗（極楽湯仙台南店、極楽湯札幌美しが丘店）が閉店しました。当第３四半期は、

前第３四半期と異なりフランチャイズ店の新規オープンによる売上がなかったことにより前年同期と比べ売上高は

減少いたしました。

 当第３四半期の累計期間（４月～12月）の業績は、改装等により前年同期と比較し店休日が多かったことや、フ

ランチャイズ店の新規オープンによる売上がなかったことなどにより売上高は減少いたしました。但し、継続的に

お客様のニーズを捉えた積極的かつ効果的な施策を実施したことと、天候にも恵まれたことで改装等を行った店舗

を除く既存店客数は前年同期に比べ1.3％増加、売上高は0.3％増加いたしました。費用面では、エネルギーコスト

の低位安定が継続しており、コスト意識の徹底による生産性向上に努めた結果、セグメント利益（営業利益）は前

年同期と比較し増加いたしました。　　

② 中国

　当セグメントにおきましては、売上高1,991百万円（前年同期比8.4％減）、セグメント利益（営業利益）は111

百万円（前年同期△44百万円）となりました。

　当社グループの中国における業績も国内と同様に季節的要因による変動があり、特に夏である第３四半期（７

月～９月）の業績は、通期でみると厳しい時期（閑散期）であります。

　当第３四半期の累計期間（１月～９月）の業績は、平成27年２月に中国上海市にオープンした海外２号店「極楽

湯金沙江温泉館」が、フルに売上に寄与したこと、また１号店「極楽湯碧雲温泉館」との相乗効果もあり平成28年

年始の冬の大盛況の勢いを確保できたことで、その後の閑散期も苦戦はしたものの、元ベースで売上高は7.4％増

加いたしました。しかし、為替変動により円ベースの売上高では8.4％減少し、1,991百万円となりました。費用面

では、当第３四半期までの期間において新規出店はなく、出店に伴う一時的な出店費用が発生しなかったことから

収益面では大幅に改善しました。（平成28年11月に中国武漢市オープンした海外３号店「金銀潭（じんいんたん）

温泉館」の業績は、決算月が３ヶ月ずれているため第３四半期には反映されていません。なお、平成28年11月およ

び12月の売上、ならびに出店に伴う一時的な出店費用は第４四半期に計上いたします。）

その結果、当第３四半期の累計期間（１月～９月）のセグメント利益（営業利益）は前年同期と比較し大幅に改

善いたしました。

 
(2) 財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ1,103百万円減少し17,730百万円とな

りました。これは主に、短期借入金の返済に伴う現金及び預金が1,917百万円減少したこと、建物及び構築物が632

百万円減少したこと、海外３号店「金銀潭（じんいんたん）温泉館」や「RAKU SPA 名古屋(仮称)」の建設工事に

より建設仮勘定が1,199百万円増加したことによるものであります。

次に、負債合計は、前連結会計年度末に比べ810百万円減少し11,159百万円となりました。これは主に、短期借

入金が800百万円、前受金が77百万円減少したことによるものであります。

　最後に、純資産合計は、前連結会計年度末に比べ292百万円減少し6,570百万円となりました。これは主に、為替

換算調整勘定が287百万円減少したことによるものであります。また、自己資本比率につきましては、28.3％とな

りました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等は次

のとおりです。

　当社は、企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、又は向上させることを目的とし、当社取締役会の事前の賛

同を得ずに行われる当社株式等の大規模な買付行為に対する対応策（以下、「旧プラン」という。）を平成18年５

月26日の取締役会において導入しておりますが、平成28年12月16日の取締役会において、更新（以下、「本プラ

ン」という。）しております。

［当社の株主共同の利益の確保及び向上に関する取組み］

当社は、「人と自然を大切に思い、人の心と体を『癒』すことにより、地域社会に貢献することで、自己の確立

と喜びを感じる企業でありたい」という経営理念のもと、「極楽湯」「RAKU SPA」という大規模温浴施設を全国的
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に展開し、「極楽湯」「RAKU SPA」が地域社会における新しいコミュニティーシンボルとして、多くのお客様に高

水準の「健康と癒し」を提供し続けることを目指してまいりました。

また、以下の５項目を基本方針として策定しております。

１．温浴施設「極楽湯」「RAKU SPA」において、時代の変化や顧客ニーズを的確に捉えた、質の高いサービスを

提供することで、顧客満足を高め、企業としての適切な利益を安定的に獲得する

２．あらゆるステークホルダーを重視した経営を行い、その健全な関係の維持・発展に努める

３．各地域の文化や慣習を尊重し、地域に根ざした企業活動を通じて、経済・社会の発展に貢献する

４．「開かれた企業経営体質」を基本に、危機管理体制の構築と法令遵守を徹底する

５．ホスピタリティ、チャレンジ精神、経営マインドを持った人材を育成する

上記の経営理念のもと、スーパー銭湯のパイオニアとして確立してきたビジネスモデルを持つ当社を経営するに

あたっては、“お風呂”を日本の文化と捉え、その文化を継承・発展させていくことに対する真摯な気持ち、温浴

事業に対する高度な専門知識や豊富な経験、並びに当社をとりまくあらゆるステークホルダーとの間に築かれた信

頼関係が不可欠であり、このような様々な要素が、当社の企業価値の源泉となるとともに、株主の皆様の共同利益

を図っているものと考えております。

当社取締役会は、当社における上記のような事情を踏まえ、当社株式等の大規模な買付行為が行われた場合に、

株主の皆様が対応方法を検討するために十分な時間と情報を確保することができるよう、合理的なルールを設定さ

せていただくことが、株主共同の利益に資すると考え、本プランの導入を決議いたしました。

［本プラン継続目的］

　当社は、上場会社として、当社株式の売買は原則として市場における株主及び投資家の皆様の判断に委ねるべき

ものであると考えており、当社株式を取得することにより当社の経営支配権を獲得しようとする者に対して当社株

式の売却を行うか否かについても、最終的には当社株式を保有する株主の皆様の判断によるものと考えておりま

す。また、当社は、特定の株主のグループが当社の経営支配権を取得することになったとしても、そのこと自体に

より直ちに株主共同の利益が害されるということはなく、反対に、それが結果的に当社の株主共同の利益の最大化

に資することもあり得るため、そのような場合であれば、特定の株主のグループが当社の経営支配権を取得するこ

とを拒むものではありません。

　しかしながら、当社株式を大規模に買付け、当社の経営支配権を獲得しようとする者の中には、真に会社経営に

参加する意思がないにもかかわらず、ただ株価をつり上げて、高値で株式等を会社関係者に引き取らせる目的で買

付けを行う者（いわゆるグリーンメイラー）等類型的に濫用目的を持って当社株式を取得しようとしていると考え

られる者や、最初の買付けで全株式の買付けの勧誘をすることなく、二段階目の買付条件を不利に（あるいは明確

にしないで）設定し、買付けを行うことにより、当社株主の皆様に事実上売却を強要しようとする者（いわゆる二

段階強圧的買収）等が含まれていることも考えられます。また、前記のような、株主共同の利益を害する態様によ

る買付行為に当たらない場合であっても、ある程度の経営支配権の移動が生じ得る場面において、ある買付行為に

応じて当社株式を売却するか否かの決断を株主の皆様がするにあたっては、必要十分な情報の提供と一定の検討期

間が与えられた上で熟慮に基づいた判断（インフォームド・ジャッジメント）を行うことができるような態勢を確

保することが、株主共同の利益に資するものと考えます。

　当社は、平成28年９月30日現在の当社株主名簿及び当社が現時点において受け取っている大量保有報告書及び変

更報告書において、当社の経営支配権を獲得しようとしているか否かに関わらず、本プランの適用の可能性がある

ような当社株式を大規模に買付け、又は買付けようとする者の存在を特に認識しておりませんが、将来において、

そのような者が登場することはあり得るところであると考えます。そこで、前記のような観点から、株主共同の利

益を害することが明白な買付行為から当社の株主共同の利益を保護し、かつ、当社の株主の皆様が、経営支配権の

移動が生じ得る場面において、ある買付行為に応じて当社株式を売却するか否かを判断するにあたってインフォー

ムド・ジャッジメントを行うことができるよう、本プランを継続するものであります。

［本プランの内容］

＜本プラン適用の要件＞

　本プランは、特定株主グループ(注)１の議決権割合（注）２を20パーセント以上とすることを目的とする当社株

券等（注）３の買付行為又は結果として特定株主グループの議決権割合が20パーセント以上となるような買付行為

（以下、総称して「大規模買付行為」といいます。なお、当社取締役会が事前に賛同の意思を表明した買付行為に

ついては、これには当たらないこととします。）に対して、適用されるものとします。

 本プランが適用される場合、大規模買付行為を行おうとする者（以下「大規模買付者」といいます。）は、本プ

ランに定められた大規模買付行為に関するルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）を遵守しなければな

らないものとします。
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　大規模買付ルールとは、事前に大規模買付者から当社取締役会に対して十分な情報を提供し、当社取締役会によ

る一定の評価期間が経過した後に大規模買付行為を開始する、というものです。

(注)１「特定株主グループ」とは、①当社の株券等（金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等をいい

ます。）の保有者（同法第27条の23第１項に規定する保有者をいい、同条第3項に基づき保有者に含まれる

者を含みます。）及びその共同保有者（同法第27条の23第５項に規定する共同保有者をいい、同条第6項に

基づき共同保有者とみなされる者を含みます。）、又は②当社の株券等（同法第27条の２第１項に規定す

る株券等をいいます。）の買付け等（同法第27条の２第１項に規定する買付け等をいい、取引所有価証券

市場において行われるものを含みます。）を行う者及びその特別関係者（同法第27条の２第７項に規定す

る特別関係者をいいます。）を意味し、以下同じとします。

(注)２「議決権割合」とは、①特定株主グループが、前記（注）１の①の記載に該当する場合は、当社の株券等

の保有者の株券等保有割合（金融商品取引法第27条の23第４項に規定する株券等保有割合をいいます。こ

の場合においては、当該保有者の共同保有者の保有株券等の数（同項に規定する保有株券等の数をいいま

す。）も計算上考慮されるものとします。）をいい、②特定株主グループが、前記（注）1の②の記載に該

当する場合は、当社の株券等の買付け等を行う者及びその特別関係者の株券等所有割合（同法第27条の２

第８項に規定する株券等所有割合をいいます。）の合計をいい、以下同じとします。

(注)３「株券等」とは、金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等又は同法第27条の２第１項に規定す

る株券等のいずれかに該当するものを意味し、以下同じとします。

＜大規模買付ルールの内容＞

（ａ．必要十分な情報の提供）

 大規模買付ルールが適用される場合、大規模買付者は、まず、大規模買付者の名称、住所、設立準拠法、代表者

の氏名、国内連絡先及び大規模買付者の行う大規模買付行為（以下「買付提案」といいます。）の概要並びに大規

模買付ルールを遵守する旨を記載した意向表明書を当社取締役会に提出しなければならないものとします。当社取

締役会はかかる意向表明書を受領した後５営業日以内に、大規模買付者に対し当社取締役会が大規模買付者に提出

を求める、大規模買付者自身及び買付提案に係る情報（以下「必要情報」といいます。）を以下の１乃至６に規定

する大項目からなるリスト（以下「必要情報リスト」といいます。）として交付します。大規模買付者は、必要情

報リストに記載された必要情報を書面にて当社取締役会に提出しなければならないものとします。

 当社取締役会は、提出を受けた必要情報のうち、株主の皆様のインフォームド・ジャッジメントに資するものと

判断した情報については、適宜、当社取締役会が適当であると判断する方法により、これを株主の皆様に開示する

ものとします。

１．大規模買付者及びそのグループに関する事項

２．当社株券等の取引状況

３．買付提案の買付条件

４．当社株券等の取得対価の算定根拠

５．資金の裏付け

６．当社株券等を取得した後の経営方針及び事業計画等

 当社取締役会は、弁護士、公認会計士及び投資銀行等の公正な外部専門家の意見も参考にして必要情報を精査

し、大規模買付者から提出された必要情報が必要情報リストの要件を満たすものであり、かつ、株主の皆様のイン

フォームド・ジャッジメントのために必要十分なものとなっているか否かについて判断するものとします。

　当社取締役会は、大規模買付者から提出された必要情報が必要情報リストの要件を満たすものであり、かつ、株

主の皆様のインフォームド・ジャッジメントのために必要十分なものとなっていると判断した場合、速やかに、必

要情報の提供があった旨を取締役会が適当であると判断する方法により公表するとともに大規模買付者に対し通知

し、かかる公表を行った日をもって、検討期間の開始日（以下「検討期間開始日」という。）とします。

　これに対し、当社取締役会は、大規模買付者から提出された必要情報が、必要情報リストの要件を満たしていな

いと判断した場合、又は、株主の皆様のインフォームド・ジャッジメントのために必要十分なものとなっていない

と判断した場合、大規模買付者に対して、必要情報リストの要件を満たすために改めて提出することが必要な情報

及び株主の皆様のインフォームド・ジャッジメントのために必要な情報（以下、総称して「必要的追加情報」とい

います。）を提出するよう大規模買付者に求めることができるものとします。この場合、当社取締役会が、大規模

買付者により、かかる必要的追加情報の提出がなされたと判断した場合、当社取締役会が適当であると判断する方

法により公表することとし、かかる公表を行った日をもって検討期間開始日とするものとします。

　なお、大規模買付者から提出された必要情報又は必要的追加情報に、重大な虚偽の記載が含まれていた場合に

は、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合と同様の措置をとることができるものとします。

（ｂ．検討期間）

 大規模買付者は、前記の検討期間開始日を起算日として、当社取締役会が、買付者からの情報を検討した上、場

合によっては買付提案に対する代替案を提示し、又は、株主の皆様が買付提案に応じて当社株券等を売却するか否
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かのインフォームド・ジャッジメントを行うための期間として、一定の検討期間を設けなければならないものとし

ます。

 大規模買付者は、かかる検討期間の末日の翌日から、大規模買付行為を開始することができるものとします。

　具体的な検討期間については、買付提案の評価等の難易に応じ、以下のとおりとします。但し、当社取締役会

は、大規模買付者及び買付提案の内容に照らし、検討期間を以下の（イ）又は（ロ）の期間よりも短縮することが

妥当であると判断した場合、当社取締役会の裁量により、検討期間を短縮することができるものとします。

 (イ)　現金（円貨）のみを対価とする、当社の発行済全株式を対象とする公開買付け：60日間

 (ロ)　前記(イ)以外の全ての大規模買付行為：90日間

（ｃ．買付提案が変更された場合）

 検討期間開始日以降に、買付提案に重要な変更があった場合（かかる変更後の買付提案を、以下「変更買付提

案」といいます。）、当社取締役会は、弁護士、公認会計士及び投資銀行等の公正な外部専門家の意見も参考にし

て、変更買付提案が変更前の買付提案と比較して当社又は株主の皆様にとって実質的に不利益なものでないか否か

を判断するものとします。

　当社取締役会が、変更買付提案が変更前の買付提案と比較して当社又は株主の皆様にとって実質的に不利益なも

のであると判断した場合、大規模買付者は、変更買付提案に係る必要情報（変更前の買付提案と比較して実質的に

不利益となった部分に係る必要情報に限るものとします。）を当社に対して提出しなければならず、当社取締役会

が変更買付提案の提出があった旨を公表した日を新たな検討期間開始日として、前記ｂ．に従った検討期間を設け

なければならないものとします。

　これに対し、当社取締役会が、変更買付提案が変更前の買付提案よりも当社又は株主の皆様にとって実質的に不

利益なものではないと判断した場合、従前の検討期間開始日を起算点とした検討期間が引き続き存続するものとし

ます。

（ｄ．大規模買付ルールが遵守された場合）

　大規模買付者が大規模買付ルールを遵守して、必要情報（及び必要的追加情報）を提出し、かつ、検討期間の猶

予を設けた場合には、当社取締役会は、大規模買付者又は買付提案が以下の各号に定めるいずれかに該当する場合

でない限りは、仮に、当社取締役会が、買付提案に反対であったとしても、反対意思の表明、代替案の提示、株主

の皆様に対する説得行為等を行うにとどめ、本プランに定める対抗措置の発動は行わないものとします。

① 真に当社の会社経営に参加する意思がないにもかかわらず、当社株式の株価をつり上げて高値で当社株券等を

当社の関係者に引き取らせる目的で大規模買付行為を行っている場合（いわゆるグリーンメイラー）

② 当社の経営を一時的に支配して当社の事業経営上必要な知的財産権、ノウハウ、企業秘密情報、主要取引先や

顧客等を大規模買付者又は特定株主グループに移譲させる目的で大規模買付行為を行っている場合

③ 当社の経営を支配した後に当社の資産を大規模買付者や特定株主グループの債務の担保や弁済原資として流用

する予定で大規模買付行為を行っている場合

④ 当社の経営を一時的に支配して当社の事業に当面関係していない不動産、有価証券など高額資産等を売却等処

分させ、その処分利益をもって一時的な高配当をさせるかあるいは一時的高配当による株価の急上昇の機会を

狙って当社株券等の高価売り抜けをする目的で大規模買付行為を行っている場合

⑤ 最初の買付けで全株式の買付けの勧誘をすることなく、二段階目の買付条件を不利に（あるいは明確にしない

で）設定し、買付けを行うことにより、株主の皆様に事実上　売却を強要する結果となっている場合（いわゆ

る二段階強圧的買収）

（ｅ．対抗措置の発動）

 大規模買付者が、大規模買付ルールを遵守しなかった場合、又は、ルールを遵守した場合でも、当社取締役会

が、弁護士、公認会計士及び投資銀行等の公正な外部専門家の意見も参考にして、大規模買付者若しくは買付提案

が、前項d.の①乃至⑤のいずれかに該当する場合、当社取締役会の決議により、直ちに対抗措置を発動することが

できるものとします。

　当社取締役会は、上記決議を行った場合、当該決議の概要、前項d.の①乃至⑤のいずれかに該当すると判断した

事由及びその他当社取締役会が適切と判断する事項について、速やかに情報開示を行います。

（ｆ．対抗措置の内容）

 当社取締役会は、対抗措置として、新株予約権の無償割当てをはじめとし、その時点の法令及び当社定款が当社取

締役会の権限として認める行為を行います。具体的な対抗措置の種類及びその条件については、その時点で相当と

認められるものを選択します。

　但し、当社取締役会は、対抗措置の発動後であっても、大規模買付者が必要十分な必要情報の提供を行ったこと
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又は買付提案を変更したこと等により、大規模買付行為が、当社の株主共同の利益の向上に資するものとなったと

判断した場合、並びに、大規模買付者が大規模買付行為を撤回したことにより、対抗措置の発動の必要がなくなっ

た場合等には、法令により許容される方法により、対抗措置をとり止めることができるものとします。

 なお、対抗措置として新株予約権の無償割当てが行われる場合に株主の皆様に割当てられる新株予約権の概要は、

以下のとおりとします。

［新株予約権の概要］

 対抗措置として、新株予約権の無償割当てが行われる場合に株主の皆様に割当てられる新株予約権（以下「本新株

予約権」といいます。）の概要は以下の各号に規定するとおりです。なお、以下の各号に規定する概要は、本新株

予約権の割当てが行われる際の状況により、変更されることがあるものとします。

① 本新株予約権の割当ての対象となる株主等

当社取締役会は、本新株予約権の割当てを決定した場合、直ちに、会社法第124条に基づく基準日（以下

「割当基準日」といいます。）の設定を行います。かかる基準日における最終の株主名簿に記録された株主に

対し、その所有株式１株につき１個の割合で本新株予約権を割当てます。

② 本新株予約権の総数

割当基準日における最終の発行済株式総数から、同日において、当社の保有する自己株式を除いた数を上限

とします。

③ 本新株予約権の割当てが効力を生じる日

本新株予約権の割当てが効力を生じる日については、当社取締役会にて別途定めるものとします。

④ 本新株予約権の目的となる株式の種類及び数

本新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約権１個当たりの目的となる当社普通

株式の数は１株とします。但し、当社が株式の分割又は併合等を行う場合には、当社取締役会が新株予約権無

償割当て決議によって定める調整式による調整を行うものとします。

⑤ 本新株予約権の行使に際して払込みをなすべき額

本新株予約権の行使により交付される当社普通株式1株あたりの払込金額は１円以上で当社取締役会が定め

る額とします。

⑥ 本新株予約権の行使条件

大規模買付者及びその特定株主グループ並びに大規模買付者及びその特定株主グループから当社取締役会の

承認を得ずに本新株予約権を取得又は承継した者は、本新株予約権を行使できないものとします。

⑦ 本新株予約権の譲渡

本新株予約権の譲渡には、当社取締役会の承認を要するものとします。

⑧ 本新株予約権の行使期間

新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が定める日を初日とし、２か月間までの範囲で新株予約権

無償割当て決議において当社取締役会が定める期間とします（以下「行使期間」といいます。）。但し、行使

期間の最終日が払込取扱場所の休業日に当たるときは、その翌営業日を最終日とします。

⑨ 本新株予約権の取得条項

 本新株予約権には、行使期間開始日前日までの当社取締役会が別途定める日の到来をもって、当社が、全て

の本新株予約権を無償で取得することができる旨の条項（取得条項）を付する場合があるものとします。

　また、本新株予約権には、一定の事由が生じたことを条件として、当社が、当社普通株式を取得対価として

本新株予約権を取得することができる旨の条項（取得条項）を付する場合があるものとします。

⑩ 本新株予約権に係る新株予約権証券の発行

新株予約権証券は、新株予約権者の請求がある場合に限り発行するものとします。

⑪ その他

その他必要な事項については、新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が定めるものとします。

［株主及び投資家の皆様に与える影響等］

＜本プランの導入時において株主及び投資家の皆様に与える影響＞

　本プランは、導入時点において新株予約権の無償割当て等を行うものではありませんので、導入時点において株

主及び投資家の皆様の権利関係に影響はございません。

＜対抗措置の発動時において株主及び投資家の皆様に与える影響＞

　対抗措置の発動として、本新株予約権の割当てがなされた場合には、割当基準日の最終の株主名簿に記録された

株主の皆様に対して、その保有株式数に応じて本新株予約権が割当てられることになります。
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　割当てを受けた株主様が、所定の権利行使期間内に、権利行使のために必要な行為を取らなかった場合、他の株

主の皆様による本新株予約権の行使により議決権比率が低下することになります（但し、当社普通株式を取得対価

とした取得条項に基づく取得の結果として当社普通株式が交付される場合には、こうした議決権比率の低下は生じ

ないことになります。）。

　なお、当社は、本プランにおける対抗措置の発動に係る手続きの過程において、株主の皆様に必要な情報を開示

しますが、本新株予約権無償割当て決議がなされた場合、及び本新株予約権無償割当てを実施したにもかかわら

ず、例えば、大規模買付者が買付を撤回した等の事情により、本新株予約権の行使期間開始日前日までに、当社が

本新株予約権者に当社株式を交付することなく無償で本新株予約権を取得する場合には、１株当たりの株式の価値

の希薄化が生じることを前提にして売却等を行った株主の皆様は、株価の変動により相応の損害を被る可能性があ

ります。

＜対抗措置の発動時において株主の皆様に必要となる手続＞

　対抗措置の発動として、無償割当てによる本新株予約権の割当てがなされる場合、前記のとおり、割当基準日を

公告し、割当基準日における株主の皆様に本新株予約権が無償にて割当てられますので、株主の皆様におかれまし

ては、速やかに株式の名義書換手続を行っていただく必要があります（証券保管振替機構をご利用の株主様につい

ては、名義書換手続は不要です。）。新株予約権の無償割当てにおいては、株主の皆様の申込みの手続は不要であ

り、割当基準日における最終の株主名簿に記録された株主の皆様は、本新株予約権無償割当ての効力発生日におい

て、当然に新株予約権者になられます。

　なお、対抗措置として、株主割当てによる新株予約権の発行がなされる場合は、当社又は当社の証券代行事務会

社より、割当基準日現在の株主の皆様に対して、新株予約権申込書が送付されます。新株予約権の割当てを希望さ

れる株主の皆様は、新株予約権申込書に必要事項を記入の上で申し込み、新株予約権証券を受け取り、新株予約権

を行使していただくことになります。

［その他］

・本プランは、買収防衛策に関する指針の要件をすべて充足しております。

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上

のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・

株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を全て充足しています。また、平成20年６月30日付の経済産業省企

業価値研究会「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」も踏まえた内容になっています。

・本プランは、デッドハンド型及びスローハンド型買収防衛策ではありません。

本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により、いつでも廃止することができる

ものとされており、当社の株式を大量に買付けようとする者が、自己の指名する取締役を当社株主総会で選任し、

かかる取締役で構成される取締役会により、本プランを廃止することが可能です。

　従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止

できない買収防衛策）ではありません。また、当社は取締役の任期を１年としているため、スローハンド型買収防

衛策（取締役会の構成員の交替を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛

策）でもありません。

・本プランの有効期限、継続及び改廃

本プランは、当社取締役会において、本プランを継続するか否か及び継続するとした場合その内容について検討

し、決定することといたします。有効期限は、発効から最長３年とし平成31年12月16日までに開催予定の当社取締

役会終結の時までとします。

　また、本プランは、当社取締役会において継続が決議された後であっても、①株主総会において本プランを廃止

する旨の決議が行われた場合、②当社の株主総会で選任された取締役で構成される当社取締役会により本プランを

廃止する旨の決議が行われた場合には、その時点で廃止されるものとします。

　また、本プランの有効期間中であっても、当社取締役会は、企業価値ひいては株主共同の利益の向上の観点から

随時見直しを行い、本プランの変更を行うことがあります。このように、本プランについて継続、変更、廃止等の

決定を行った場合、当社取締役会は、その内容につきまして速やかに開示いたします。

　なお、当社取締役会は、本プランの有効期間中であっても、本プランに関する法令、当社が上場する金融商品取

引所の規則等の新設または改廃が行われ、かかる新設または改廃を反映するのが適切である場合、誤字脱字等の理

由により字句の修正を行うのが適切である場合等、株主の皆様に不利益を与えない場合には、本プランを修正また

は変更する場合があります。
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(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 54,600,000

計 54,600,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,748,400 14,938,600
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株であります。
株主としての権利内容に制限の
ない、標準となる株式。

計 14,748,400 14,938,600 ― ―
 

(注) 提出日現在発行数には、平成29年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年10月１日～
平成28年12月31日

423,700 14,748,400 64,153 2,502,944 64,153 2,149,544
 

（注）１ 新株予約権の行使による増加であります。

２ 平成29年１月１日から平成29年１月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が190,200

株、資本金が26,906千円及び資本準備金が26,906千円増加しております。

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成28年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式

917,600
―

株主としての権利内容に制
限のない、標準となる株式

完全議決権株式（その他）
普通株式

13,404,000
134,040 同上

単元未満株式
普通株式

3,100
― 同上

発行済株式総数 14,324,700 ― ―

総株主の議決権 ― 134,040 ―
 

(注) 当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

② 【自己株式等】

平成28年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
 株式会社極楽湯

東京都千代田区麹町
二丁目４番地

917,600 ― 917,600 6.40

計 ― 917,600 ― 917,600 6.40
 

(注) 当社は、平成28年５月13日開催の取締役会の決議に基づき、平成29年１月１日付で温浴事業を当社の100％子会

社に承継させる会社分割を実施し、持株会社体制へ移行すると共に、商号を「株式会社極楽湯ホールディング

ス」へと変更いたしました。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成28年10月１日から平成

28年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、ＵＨＹ東京監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 5,766,334 3,848,820

  売掛金 166,364 126,693

  未収入金 12,984 13,519

  たな卸資産 ※  77,279 ※  81,437

  繰延税金資産 67,066 81,290

  その他 203,858 330,812

  流動資産合計 6,293,887 4,482,574

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 9,233,770 8,601,299

   工具、器具及び備品（純額） 675,707 630,638

   土地 182,051 182,051

   建設仮勘定 49,511 1,248,695

   有形固定資産合計 10,141,040 10,662,685

  無形固定資産 279,713 249,125

  投資その他の資産   

   投資有価証券 29,020 29,170

   長期貸付金 59,441 44,978

   繰延税金資産 444,974 445,404

   敷金及び保証金 868,636 1,049,641

   その他 606,197 568,884

   貸倒引当金 △4,500 -

   投資その他の資産合計 2,003,771 2,138,079

  固定資産合計 12,424,525 13,049,890

  繰延資産 115,127 197,986

 資産合計 18,833,540 17,730,451
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 419,407 351,485

  短期借入金 800,000 -

  1年内償還予定の社債 49,000 49,000

  1年内返済予定の長期借入金 1,675,760 1,537,380

  未払金 813,806 776,411

  未払法人税等 62,175 144,915

  前受金 1,041,694 964,163

  賞与引当金 29,265 36,921

  その他 609,178 451,306

  流動負債合計 5,500,288 4,311,583

 固定負債   

  社債 178,500 154,000

  長期借入金 5,299,930 5,745,870

  退職給付に係る負債 108,288 114,715

  資産除去債務 458,076 462,901

  その他 425,274 370,653

  固定負債合計 6,470,068 6,848,140

 負債合計 11,970,356 11,159,724

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,412,602 2,502,944

  資本剰余金 2,373,382 2,463,724

  利益剰余金 358,125 475,553

  自己株式 △356,138 △356,138

  株主資本合計 4,787,971 5,086,083

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 △929 △779

  為替換算調整勘定 214,891 △72,759

  その他の包括利益累計額合計 213,961 △73,539

 新株予約権 72,829 92,077

 非支配株主持分 1,788,420 1,466,105

 純資産合計 6,863,183 6,570,726

負債純資産合計 18,833,540 17,730,451
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

売上高 10,164,124 9,888,632

売上原価 9,171,377 8,670,841

売上総利益 992,746 1,217,791

販売費及び一般管理費 856,506 858,983

営業利益 136,240 358,808

営業外収益   

 受取利息 15,188 9,914

 受取家賃 14,423 13,947

 デリバティブ評価益 - 62,525

 協賛金収入 59,185 33,027

 その他 28,460 61,353

 営業外収益合計 117,257 180,769

営業外費用   

 支払利息 78,181 78,012

 為替差損 27,030 137,935

 その他 27,978 25,214

 営業外費用合計 133,190 241,162

経常利益 120,306 298,414

特別利益   

 新株予約権戻入益 3,439 4,392

 投資有価証券売却益 - 2,000

 固定資産売却益 77,362 -

 人事制度変更に伴う利益 22,602 -

 資産除去債務戻入益 22,163 -

 その他 210 -

 特別利益合計 125,777 6,392

特別損失   

 固定資産除却損 5,996 367

 契約解約損 3,950 1,777

 特別損失合計 9,947 2,144

税金等調整前四半期純利益 236,137 302,662

法人税、住民税及び事業税 138,609 148,543

法人税等調整額 10,266 △25,461

法人税等合計 148,876 123,081

四半期純利益 87,261 179,580

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △38,260 △17,196

親会社株主に帰属する四半期純利益 125,522 196,777
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

四半期純利益 87,261 179,580

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 1,080 150

 為替換算調整勘定 △56,383 △592,770

 その他の包括利益合計 △55,303 △592,620

四半期包括利益 31,958 △413,039

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 102,591 △90,723

 非支配株主に係る四半期包括利益 △70,633 △322,315
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【注記事項】

(追加情報)

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日)を第１四半

期連結会計期間から適用しております。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※ たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

商品 44,376千円 46,326千円

貯蔵品 　　32,903千円 35,110千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　　　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

減価償却費 741,241千円 756,396千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日
定時株主総会

普通株式 76,519 6 平成27年３月31日 平成27年６月26日 資本剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 79,349 ６ 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

 
報告セグメント

調整額（注）
四半期連結損益

計算書計上額日本 中国 計

売上高      

　外部顧客への売上高 7,990,708 2,173,415 10,164,124 ― 10,164,124

　セグメント間の内部売上高又は振替高 62,863 ― 62,863 △62,863 ―

計 8,053,572 2,173,415 10,226,987 △62,863 10,164,124

セグメント利益又は損失（△） 311,698 △44,137 267,561 △131,320 136,240
 

（注）１ セグメント利益又は損失（△）の調整額△131,320千円は、セグメント間取引消去2,833千円、各報告セグメ

ントに配分していない全社費用△134,154千円であり、当該全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一

般管理費であります。

　　　２ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

３ 報告セグメント「中国」の連結子会社の決算日は12月31日であるため、当第３四半期連結累計期間には、平

成27年１月１日から平成27年９月30日までの業績が反映されております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する事項

　該当事項はありません。

 

　Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

 
報告セグメント

調整額（注）
四半期連結損益

計算書計上額日本 中国 計

売上高      

　外部顧客への売上高 7,897,400 1,991,231 9,888,632 ― 9,888,632

　セグメント間の内部売上高又は振替高 59,979 ― 59,979 △59,979 ―

計 7,957,380 1,991,231 9,948,612 △59,979 9,888,632

セグメント利益 379,122 111,946 491,069 △132,260 358,808
 

（注）１ セグメント利益の調整額△132,260千円は、セグメント間取引消去1,785千円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△134,046千円であり、当該全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であり

ます。

　　　２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３ 報告セグメント「中国」の連結子会社の決算日は12月31日であるため、当第３四半期連結累計期間には、平

成28年１月１日から平成28年９月30日までの業績が反映されております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する事項

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上

の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

（１）１株当たり四半期純利益金額 9円75銭 14円63銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 125,522 196,777

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額（千円）

125,522 196,777

普通株式の期中平均株式数（株） 12,877,436 13,447,682

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 8円72銭 12円91銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 1,509,880 1,793,114

希薄化効果を有しないため潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの
の概要

－ －

 

 

(重要な後発事象)

会社分割による持株会社体制への移行及び商号変更について

１ 取引の概要

当社は、平成28年５月13日開催の取締役会の決議に基づき、平成29年１月１日付で温浴事業を当社の100％子会社

に承継させる会社分割を実施し、持株会社体制へ移行すると共に、商号を「株式会社極楽湯ホールディングス」へと

変更いたしました。

 

①分割当事会社の名称及びその事業の内容

項目
分割会社

(平成29年１月１日付けで商号変更)
新設会社

(平成29年１月１日設立)

(1)名称 株式会社極楽湯ホールディングス 株式会社極楽湯

(2)所在地 東京都千代田区麹町二丁目４番地 東京都千代田区麹町二丁目４番地

(3)代表者 代表取締役社長CEO　新川　隆丈 代表取締役社長CEO　新川　隆丈

(4)事業内容
持株会社としてのグループ企業の統括管
理全般

温浴事業等

(5)資本金 2,502百万円 40百万円

(6)設立年月日 昭和55年４月10日 平成29年１月１日

(7)発行済株式数 14,748,400株 800株

(8)決算期 ３月31日 ３月31日

(9)大株主及び持株比率

・ハーベスト・プレミア・インベスト　
メント・コーポレーション（16.1％）
・新川　隆丈（4.9％）
・アサヒビール株式会社（3.7％）
・日本生命保険相互会社（1.7％）
・株式会社ＳＢＩ証券（1.6％）

・株式会社極楽湯ホールディングス（100％）

 

 
②会社分割日
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平成29年１月１日

 
③会社分割の法的形式

当社を分割会社とし、新設会社を継承会社とする分社型新設分割です。

 
④会社分割の目的

当社は、持株会社体制に移行することで、経営機能と執行機能を明確に分離し、強化された体制のもと、持株会

社においては、グループ経営戦略の立案と経営資源の配分の最適化の意思決定を行い、事業子会社においては、グ

ループ経営戦略に基づく迅速な業務執行により競争力及び効率性を一層高め、グループ企業価値向上を目指しま

す。

 
２ 実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準（企業会計基準第21号）」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する

適用指針（企業会計基準適用指針第10号）」に基づき、共通支配下の取引として処理しております。

 
２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年２月14日

株式会社極楽湯ホールディングス

取締役会  御中

 

ＵＨＹ東京監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   原　　伸之　 印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   片岡　嘉徳  印

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社極楽湯

ホールディングスの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間（平成28年10

月１日から平成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注

記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社極楽湯ホールディングス及び連結子会社の平成28年12月

31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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